
令和 7 年 9 月７日 

企業会計基準委員会御中 

企業会計基準公開草案第 87 号「後発事象に関する会計基準（案）」等に対するコメント 

公認会計士 國見 琢 

企業会計基準公開草案第 87 号「後発事象に関する会計基準（案）」等に対して、下記の通りコ

メントを提出いたします。なお、当コメントは私見であり、所属する団体等の見解ではないこと

を予め申し添えます。

記 

質問１に対するコメント 

本会計基準案 BC14 項(1)を削除すべきである。 

「財務諸表が公表される日までを後発事象の対象期間とする場合、財務諸表の作成がいつま

でも完了しないこととなる可能性がある」という点はそのとおりである。しかしながら、財務諸

表の公表の承認日までを後発事象の対象期間としたとしても、財務諸表の公表の承認がいつま

でも完了せず、その結果、財務諸表の作成がいつまでも完了しない可能性がある点に変わりはな

い。そのため、本会計基準案 BC14 項(1)は財務諸表の公表の承認日までを後発事象の対象期間

とすることの理由として適切でない。 

質問２に対するコメント① 

同意しない。 

会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象期間に関する例

外規定を設けることは、会社法と金融商品取引法とで異なる取扱いがなされることを会計基準

が積極的に推進していると受け取られかねない。会計基準は企業の経済実態の反映という観点

から開発されるべきであり、特定の法制度の枠組みの影響を受けるべきではない。そのため、本

件は会計基準等が規定すべき事項ではなく、必要に応じて会社計算規則等で規定されるべき事

項であると考えられる。また、会社法と金融商品取引法とで異なる取扱いがなされることを会計

基準が許容することが、事業報告等と有価証券報告書の一体開示に向けた気運に水を差す結果

となってしまうことを懸念する。 

質問２に対するコメント② 

同意しないが、仮に本提案が取り下げられない場合、計算書類等や連結計算書類において本会

計基準案８項の注記をする際に、財務諸表の公表の承認日として確認日を注記するのか、それと
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も、財務諸表の公表の承認日に代えて「計算書類等又は連結計算書類を作成する監査契約上の責

任を果たしたことを確認した日」を注記するのかを明らかにすべきである。 

 

質問３に対するコメント 

同意しない。 

会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関する例外規定を設

けることは、会社法と金融商品取引法とで異なる取扱いがなされることを会計基準が積極的に

推進していると受け取られかねない。会計基準は企業の経済実態の反映という観点から開発さ

れるべきであり、特定の法制度の枠組みの影響を受けるべきではない。そのため、本件は会計基

準等が規定すべき事項ではなく、必要に応じて財務諸表等規則等で規定されるべき事項である

と考えられる。また、会社法と金融商品取引法とで異なる取扱いがなされることを会計基準が許

容することが、事業報告等と有価証券報告書の一体開示に向けた気運に水を差す結果となって

しまうことを懸念する。 

 

質問４に対するコメント 

開示目的について、「開示後発事象が発生した場合に当該開示後発事象が将来の企業の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に及ぼす重要な影響を財務諸表利用者が理解できる

ように十分な情報を開示することにある。」と修正すべきである。 

「重要な」を追加しないと重要でないものまで開示が必要であるかのように読めるためであ

る。 

 

質問 6 に対するコメント① 

企業会計原則注解〔注１－３〕との適用関係を明らかにすべきである。また、後発事象を取り

扱っている他の会計基準等の規定との適用関係を明らかにすべきである。後発事象を取り扱っ

ている他の会計基準等の規定として、例えば下記のものが見受けられる。 

・基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるものに関する規定（企業会

計基準適用指針第 9 号「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」13 項(4)） 

・決算日後に税率の変更があった場合の規定（企業会計審議会「税効果会計に係る会計基準」第

四 4） 

・当期の貸借対照表日後に株式併合又は株式分割が行われた場合の 1 株当たり当期純利益に関

する規定（企業会計基準第 2 号「１株当たり当期純利益に関する会計基準」30-2 項） 

・貸借対照表日後に完了した企業結合や貸借対照表日後に主要条件が合意された企業結合に関

する規定（企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」55 項） 

・貸借対照表日後に完了した事業分離や貸借対照表日後に主要条件が合意された事業分離に関

する規定（企業会計基準第 7 号「事業分離等に関する会計基準」30 項） 

・子会社を結合当事企業とする株主（親会社）における貸借対照表日後に完了した企業結合や貸



借対照表日後に主要条件が合意された企業結合に関する規定（企業会計基準第 7 号「事業分

離等に関する会計基準」56 項） 

 

質問 6 に対するコメント② 

本会計基準案 8 項の公表承認日等に関する注記について、重要な開示後発事象と同一注記内

で開示することを意図していないのであればそのことがわかるようにすべきである。この点、本

公開草案 BC28 項において、「財務諸表の公表の承認日の注記は財務諸表の作成の基礎に関する

情報を提供する」とされていることから、連結の範囲や重要な会計方針とともに開示することが

適切であるとも考えられる。 

 

質問 6 に対するコメント③ 

重要な開示後発事象について、連結財務諸表における注記と個別財務諸表における注記が全

く同一でなくとも部分的に参照することを認めるべきである。 

同一の事象について連結財務諸表と個別財務諸表とで会計処理や影響額が異なることも想定

されるが、そのような場合に個別財務諸表において連結財務諸表における注記を一切参照でき

ないのは不合理だからである。 

 

質問 6 に対するコメント④ 

本会計基準の適用が会計基準等の改正に伴う会計方針の変更に該当するのかどうかを明らか

にすべきである。なお、本会計基準案等に限らず適用初年度の取扱いについてはコメントで指摘

されずとも常に明らかにされることを要望する。 

 

質問７に対するコメント 

補足文書を公表する提案には同意する。ただし、本補足文書案における開示後発事象の例示等

の中には、企業結合や事業分離に該当するものが含まれているように見受けられる。そのため、

企業結合や事業分離に該当するものについては、「開示する事項」として企業会計基準第 21 号

「企業結合に関する会計基準」55 項や企業会計基準第 7 号「事業分離等に関する会計基準」30

項・56 項を優先して参照すべきことを明記しておくことが望まれる。 

 

以上 


